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会計監査人の法的責任
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居林次雄
1 .日本で最初の会計監査責任に対する判例
東京地方裁判所が平成3年3月19日に，有限会社の会計監査人に対して監
査責任に基づく損害賠償を有限会社に支払うよう判決した（制。
この種の監査責任を問う民事訴訟は，日本では余り見られない事件であるだ
けに，各方面から注目きれて然るべきである。
これに対して，被告の会計監査人は，控訴しているので，最終結着までには
未だ相当の年月を要するものとみられるが，この判旨には筆者として賛成し難
い点も多いので，こ冶に若干の批判を加えてみたいと思う。
(1) 判決の主文
被告Y1（明和監査法人）は，原告X （日本コッパース有限会社）に対して，
4,779万2,782円及びこれに対する昭和田年5月9日から支払い済みまで，
年6分の金利を支払え，という主文になっている。
(2）事実の概要
原告Xの会計監査人である被告Y1は，昭和52年 12月31日現在の財務諸表
について，昭和53年1月及ぴ2月に監査を実施して，周年2月20日監査を完
了し，同日付で，無限定の適正意見を付した監査報告書を原告Xに提出した。
しかし昭和52年12月31日現在，原告Xの経理部長Mの不正行為の結果生
じたXの損害について，被告Y1は発見できなかった，として， XはY1に損害
賠償の請求をしたものである。 Mの不正行為のうち，銀行A及ぴ銀行Bからの
Mの借り入れは，原告Xの定期預金を担保とするものであった。
(3）争点
① 監査契約の当事者のうち依頼者は，原告XかXの親会社か。
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②会計監査人の適正意見は，不正行為が存在しない旨を証明するもので
あるか否か。
会計監査人は，適正意見を付したのに会社内部に不正行為があれば，そ
のことだけで損害賠償の責任を負わねばならないものかどうか。
③会計監査人の法的義務の存否を判定する尺度は何か。
④ 「企業会計原則」は，商法32条2項にいう「公正ナル会計慣行」に該
当するか。
⑤ 「監査基準」「監査実施準則」「監査報告準則」は，有限会社の会計監
査人に適用されるものであるか。
⑥ 監査手続として，定期預金が担保に差し入れられているか否かの調査
は，どうあるべきか。
⑦ 原告Xの経営者である取締役に過失がある場合，被告Y1の過失との
過失相殺は認められるか。
⑧ 原告Xの経理部長Mに故意による不正行為があった場合，被告Y1の
過失相殺の事由になるか。
⑨被告Y1の積極財産が少額で、賠償で、きない場合， Y1の社員である被告
Y2, Y3等は公認会計士法34条の22，商法80条 1項により，原告の
損害を支払うべき義務があるか。
⑩被告Y1が保険会社に損害保険を付していた場合，被告Y1に資力がな
いとして，民法423条の代位により，被告Y10(T海上火災保険株式会
社）に対する保険契約上の請求権の行為を認めるべきか。
(4) 判旨の概要
① 監査契約の当事者は，監査の依頼は原告Xの親会社が子会社であるX
の事業内容を把握することと，原告Xが定款に基づき社員総会に監査報
告書を提出することとのこつの目的を同時に実現するためになされたも
のであり，監査報酬は原告Xが支出するものであることも考慮すると，
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原告XとXの親会社の双方が依頼して締結されたものと認めるのが相当
である。
②財務諸表監査においては，会計監査人は，財務諸表の適否について意
見を表明するにすぎず，財務諸表の正確性や特定の客観的事実（例えば
不正行為のないこと）の存否を証明するものではない。
会計監査人が被用者の不正行為を看過したま冶適正意見を表明したとい
うだけでは，責任を負ういわれはないが，職業的専門家の正当な注意を
もって監査を実施するという（中略）本来なすべき手続を怠り，その結
果，被用者の重大な不正行為を看過したときは，監査人は，監査の依頼
者に対し，それによって生じた損害について賠償すべき責任を負うもの
と解するのが相当である。
③株式の公聞きれない有限会社の監査には，証券取引法及びその下位法
令である財務諸表規則は適用きれない。
また商法の計算書類規則も有限会社には適用きれない。
④ f企業会計原則jには，法的な拘束力はないものと考えられる。
⑤ 原告Xのような有限会社には，「監査基準J「監査実施準則j等が，全
体として常に適用されるものではないと認められる。しかしながら，そ
のことは，監査基準・準則に盛られた監査に関する一般的な原則が，原
告Xのような有限会社の監査について適用きれないということを意味す
るものではない。
⑥ 内部統制組織に大きな不備があり，従業員の不正行為を誘発する可能
性が存在した状況からみるならば，特に負担とはならない定期預金証書
等を実査するという程度のことは，職業的監査人としては当然なすべき
ものであって，それさえも怠るとすれば，職業的監査人の正当な職務執
行に期待してなされたものと考えられ本件の監査の依頼の趣旨に背く
ものであったと判断される。
⑦ 経営者に過失があるときは，損害賠償額の算定について，これを過失
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相殺として掛酌するべきものである。
原告Xの取締役が銀行取引印や手形小切手帳を経理部長Mlこ保管きせ，
手形小切手等の発行を同人に任せていたのは，監督上大きな過失があっ
たものといわざるを得＝ない。
⑧監査契約で防止すべきものとされた従業員の不正行為の存在を理由と
して，会計監査人の賠償責任を制限する過失相殺をすることは許きれな
し、。
⑨被告Y，が損害額を支払う資力がないと認めるべき証拠はない。した
がって被告y，の社員であるY2Ys等に対する請求は理由がない。
⑩⑨と同じ理由で被告Y川こ対する債務者代位による請求も理由がな
し、。
本件の判例評釈は既に三件ある｛刷。
注1）東京地裁判決昭和56年（ワ）第4071号，平成3年3月19日判決言渡
注2）龍回節「有限会社の任意監査人の責任」商事法務 1249号58頁
山村忠平「有限会社の任意監盗人の民事責任J金融・商事判例873号46頁
近藤光男「会計監伐人の会社に対する責任J4'1J例時報140号， 'Il例評論395号178tl:
2.判例批評
(1) 結論
主文では会計監査人に対して，損害賠償を命じているが，筆者はこの結論に
反対である。
会計監査人に損害賠償責任はないとして，原告の請求を棄却すべきものと考
える。
なお，判旨の中では，数多くの賛意を表したい個所もあるが，判決は会計監
査の契約目的につき認識違いがあると思われる。
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(2）争点に対する判旨についての賛否
本件の争点は前述の如く多岐に亘っているが，先ず，それぞれの主要な争点
につき示された判旨につき，筆者の見解を手短かに述べると次の通りである。
① 監査契約の当事者
監査契約の当事者のうち依頼人は，原告Xの親会社かXかという争いがあっ
たが，判決では， Xと親会社とが共に依頼人であると認定している。この点
は，判旨に賛成である。
②適正意見の意味
会計監査人が監査報告書で適正意見を表明した場合に，会社に不正行為が存
在しない旨を証明するものか，という点について，判旨は，会計監査人が財務
諸表の適否について意見を表明するにすぎないものであるとしている。
さらに財務諸表の正確性や特定の客観的事実（例えば不正行為のないこと）
の存否を証明するものではない， としているが，監査の本質を正しく捉えたも
のであり，これらの判旨に賛成である。
また会計監査人が被監査会社の被用者の不正行為を看過したま、適正意見を
表明したというだけで、は，責任を負ういわれはない，とした判旨にも賛成であ
る。
しかし職業的専門家の正当な注意をもって監査を実施するという本来なすべ
き手続を怠って，その結果，被用者の重大な不正行為を看過したときは，監査
の依頼者に損害賠償の責任を負う，とした判旨には事実認定にも誤りがあると
思われ，反対で、ある。
③有限会社に対する財務諸表規則・計算書類規則の適用
有限会社には財務諸表規則及び計算書類規則が適用きれないとする判旨に
は，賛成である。
④ 「企業会計原則」の法的拘束力
有限会社に限らず，商人に対して「企業会計原則」は，法的拘束がないとし
た判旨には賛成である。
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⑤ 「監査基準」「監査実施準則」「監査報告準則J等の適用
Xのような有限会社には，「監査基準j「監査実施準則」「監査報告準則j等
が全体として常に適用されるものではない，とした判旨には賛成である。
そのことは，監査基準，準則等に盛られた監査に関する一般的な原則が原告
Xのような有限会社の監査について適用きれない，ということを意味するもの
ではない，とした判旨には反対でbある。
⑥ 内部統制の不備と監査の関係
会社の内部統制組織に大きな不備があるとき，定期預金証書等を実査すると
いう程度のことは，職業的監査人としては，当然なすべきものである，とする
判旨には反対で・ある。
⑦ 経営者の過失と過失相殺適用の可否
原告Xの経営者に過失があるときは，過失相殺として掛酌するべきものとす
る判旨には賛成である。
⑧ 不正行為者の故意を理由とする過失相殺の可否
原告Xの経営者の不正行為の存在を理由として，会計監査人の賠償責任を制
限する過失相殺を許さない，とした判旨については，反対である。
⑨ 監査法人の社員の責任
被告Y1が損害額を支払う資力があるので，監査法人Y1の社員（Y2以下）
に対する請求は理由がない，とした判旨には，賛成である。
⑩⑨と同じ理由で，被告y10 （損害保険会社）に対する債務者代位による
請求も理由がない，とした判旨には，賛成である。
3.個別的な争点について
(1) 監査契約の依頼者と内容
本件の監査契約は口頭で行われ，とくに文書で監査契約の詳細が取り決めら
れてはいなかった。西ドイツの親会社が連結目的のために，日本にある有限会
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社（原告X）の会計監査を日本の公認会計士に依頼したのが始まりであった
が，後にこの公認会計士が監査法人（被告Y1）を結成したので，会計監査の
受託者はY1であることに争いはない。
問題は依頼者が親会社であるか，原告Xであるかであって，若し親会社が依
頼者であるということになれば，原告Xは当事者適格を失うことになる。
判旨てやは，親会社と原告Xとの共同による依頼であるとしているが，詳細な
文書による取決めはないとしても，監査報酬がXにより支払われている点など
を考慮すると，判旨の如く，共同の依頼と解することができょう。原告Xも，
西ドイツにある親会社のために，監査報告書を必要としていたのであるから，
実質的には，親会社が会計監査を公認会計士に依頼していると言えよう。
このことが，この会計監査の目的とも深〈関連してくる。特別に詳細な監査
を依頼するとか，不正，誤謬の発見を依頼するという契約が行われていない限
り，親会社が子会社Xの財務諸表の会計監査を依頼した，と解する根拠にもな
る。勿論，子会社X自体も，会計監査報告書を必要としていたので，判旨の如
く親会社との共同の依頼と解することも自然である。
しかも有限会社については， 日本の法制上，公認会計士の会計監査を義務づ
けていないので，任意に監査契約をしたと解せられる。その上，出資者は西ド
イツの親会社のみであるから，公開会社とはならず，証券取引法の適用もな
く，本件監査の契約は，法定の強制監査ではなく，全くの任意監査の契約であ
る。
したがって，法定監査のような厳しい監査手続を依頼したものではないと解
される。さらに，特別に経営監査を依頼するとか，コンサルティング契約をし
たという事実も認められないので，会計監査のみを任意に依頼したものと解さ
れる。
監査報酬については，年間， 130万円ということであるから，通常の標準監
査報酬額の2分の1程度の低きであるという事実認定もあり，会計監査も精密
監査を依頼したものではないことも明らかである。これが後述する如く，本件
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の会計監査人の責任に深くか、わってくるものと思われる。
(2）公認会計士の会計監査の目的
公認会計士（又は監査法人）が企業の会計監査業務を行うのは，企業の財務
諸表がその企業の財政状態及び経営成績を適正に表わしているか否かの監査意
見を表明することに，その目的があり，企業の作成した財務諸表に不正や誤謬
が皆無であることを証明することが目的ではない（刷。
アメリカにおいて 1929年の恐怖以後，公認会計士の役割が重視され，世間
の人は不正の発見を最も重要な監査目的の一つにあげていた。しかし監査人側
の不正発見能力に限界があることが知られるようになった（注へ
監査基準を以て会計監査人側を防禦するという試みも，アメリカ社会の訴訟
攻勢｛回｝には耐えられなかった。このために，公認会計士に対する社会の過剰
な期待を是正することがアメリカ公認会計士協会（AICPA）の主要な活動の
一つになった手呈である。
財務諸表の作成責任は，会業の経営者にあり，会計監査人の責任は，財務諸
表についての意見の表明に限られる（酬とするのが， AICPAの一貫して採用し
て来た立場であった。これは「二重責任の原則jと呼ばれ，日本の「監査基
準」においても，二重責任の原則を明示していた｛並5)
このような監査人の責任の限界については，一般に理解されるようになった
として，日本では昭和31年の「監査基準jの改訂に当って，削除されて今日
に至っている。しかし本件のような訴訟が提起されるに至ると，この削除は時
期尚早で、あったと思われる（注へ
このような点について，本件の判旨では次のように明確に， 「被用者の不正
行為のないことを証明するのが，財務諸表監査の目的でないj旨を述べてい
る。
争点2 （監査人の適正意見の表明と損害賠償責任）について
「緊i.ft人の適正意見は，不正行為が存在しない旨を証明するものであり，その
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ような意見を付したのに不正行為があれば，監査人は，そのことだけで損害賠
償の責任を負わねばならないものかどうかについて判断する。
財務諸表監査においては，監査人は，財務諸表の適否について意見を表明す
るに過ぎず，財務諸表の正確性や特定の客観的事実（例えば被用者の不正行為
のないこと）の存否を証明するものではない。
したがって，監査人の適正意見が不正行為の不存在の証明に当たることを前
提とする原告の見解は採用できない。」
とのべている判旨には賛成である。
この論旨を徹底していくと，本件のように原告Xの被用者である経理部長M
の不正行為によって，（具体的には原告Xの定期預金を勝手に担保としてA銀
行より個人的借り入れをした行為によって）， xが後日，損害を受けることに
なっても，監査人である被告Y1の責任はない，と判示すべきであった。
しかしながら判旨では「財務諸表に著しい影響を与える不正がないことを確
かめるのでなければ，財務諸表の適正性に対する意見の表明が無意味になるこ
とに変わりはなく」と述べて，不正発見を監査手続の重要なーっとしているこ
とは疑問である。
仮にそのような不正発見のための監査手続を実施したとしても，本件では容
易に発見できたかどうかは疑わしく（何となれば，経理部長Mが詐術を用い
て，会計監査人の監査手続に先廻りして，合理的な他の証拠を提示したり，説
得性のある説明をする挙に出ているので），また，定期預金そのものは現に存
在しているのであり，担保に入っているということのみで，直ちに財務諸表に
著しい影響を与えている，とは断言できないからである。担保権が行使される
こととなり定期預金の存在が無意味になる，ということがあれば，そこで初め
て財務諸表に著しい影響を与えることになるのであるから，監査意見を表明す
る時点で，「不適正」意見を述べることはできない，と言うべきである。
また財務諸表に著しい影響を与えているといっ不正行為があれば，これを発
見した場合には，会計監査人が監査証明を付するに当って，これを考慮すべき
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ことはその影響が生じた段階で必要になることもあろう。単に担保に入ってい
るというだけで，直ちに著しい影響が財務諸表に及んでいるとは断定できな
し、。
判旨が引用している学説聞は，このように不正行為が発見できれば，これ
が財務諸表に著しい影響を及ぼすか否かという判断材料として用いるという趣
旨であり，不正行為を無視しではならないという意味であるから，不正行為の
皆無で、あることを会計監査人が証明するべきであるとか，不正行為の発見が会
計監査の目的であると主張しているものではないことに配慮すべきである。こ
の点，判旨はや、積極的に解してしまっているのではないかと思われる。
さらに定期預金入担の事実が，財務諸表に著しい影響を与えているか否か，
という判断をせずに，直ちに会計監査人の過失によって会社に損害を与えたと
いうように結びつけることも疑問である。
注 1）佐藤孝一「新監査論」や近沢弘治「現代会計監査Jを通ずる根本思想、である。
日下部与一「新会計監査詳説J7頁
山桝忠恕・桧田信男「監査基準精説」 19頁
「財務諸表における監査人は，不正や誤謬が存在しないことの保険者でもなけれれば，
保証人でもない。J
AICPA, Codification of Statements on Auditing Procedure, 1951, p. 12 
注2) The Commission on Auditors' Responsibilities；“Report, Conclusions, and 
Recomendations”AICP A Cohen Report 64頁
「初期の監査文献では，不正の発見が監査目的のーっとして明確に認識されていたが，
か、る認識は次第に薄れていった。監査手続書は，不正の発見という積極的な側面よ
りも，むしろ監査人側の不正発見能力に限界があることを強調しようとするもので
あった。」
（鳥羽至英訳「財務諸表監査の基本的枠組」 28頁）
注3）高田正淳「会計士の責任問題」（コンチネンタル・ペンデイングマシン事件の考察）
企業会計1972年9月号121頁以下
注4)Statement on Auditing Standards No. 1 Section 110.02 (AICPA) 
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注目八回進二「監査人の責任問題に関する予備的考察j産業経理Vol.51 No. 3, 1991 
年， 75頁
注6）渡辺実「財務諸表の監査証明に関する大蔵省令及び取扱通達の解説」黒津清他解
説「監査基準」 58頁
注7）日下部，前掲
山桝・桧回，前掲
(3）会計監査人の監査実施上の注意義務
会計監査を行う公認会計士は職業的監査の専門家としての監査技術を駆使し
て，会計監査を行うので，依頼者はその専門性に信頼を寄せているのは言うま
でもないが，その専門家としての注意義務の尺度は何かというところが次の論
点である。
争点となった定期預金の入担の有無が，監査実施上の必要な手続か否かにつ
いて， '¥1旨は，法令上の尺度を探っている。
先ず株式の公開会社に適用きれる証券取引法やその委任を受けた財務諸表規
則については，原告Xのような非公開の有限会社に適用きれない，とした点は
明快で、賛成である。
続いて証券取引法や財務諸表規則の運用上で，公認会計士の監査を義務づけ
るに当り，「企業会計原則」や「監査基準」「監査実施準則jというような大蔵
省の企業会計審議会が制定した諸基準を引用して，公認会計士監査の尺度とし
ているが，基本になる証券取引法や財務諸表規則が，非公開会社である原告X
のような有限会社に適用されない，とした以上，大蔵省の行政指導によって，
証券取引法上の公認会計士監査の尺度とされているこれらの諸基準は適用きれ
ないと解釈される。
そこで，定期預金の入担の事実があれば，これを注記していない財務諸表は
違法で、あるということにはならず，これにつき監査証明で何ら触れなかった会
計監査人に，落度があったとは言えない害である。
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次に有限会社法第46条では，商法の計算に関する規定を有限会社にも準用
することとしているが，計算書類の確定や流動資産，固定資産，繰延資産，引
当金，準備金など限られており，それ以上の準用規定はない。
そこで商法32条2項にいう「商業帳簿ノ作成ニ関スル規定ノ解釈ニ付テハ，
公正ナル会計慣行ヲ掛酌スベシjとする規定は，有限会社には，株式会社の
ような厳しきで解釈する必要がないと解される。この結果，「企業会計原則」
など大蔵省の企業会計審議会が制定した諸基準も，有限会社には適用きれない
と解される。
総則規定として有限会社にも商法32条2項が一般的に適用されるとする判
旨のような解釈を採るとしても，「公正ナル会計慣行jが直ちに「企業会計原
則」であると解することにも疑問がある。
商法32条2項の「公正ナル会計慣行」とは「企業会計原則」を指すという
解釈もあるが（削これには争いもある。判旨は有限会社において，「企業会計原
則Jが拘束力のあるものではないとしているが，この点には次の理由により賛
成である。
「企業会計原則」は大蔵省の企業会計審議会で制定，改廃されるものであっ
て，国会の議決を経たものでもなく，法律の委任もないから，法令としての拘
束力は法制的にはない。国会を通きないで審議会が原則，基準を変更すると，
直ちに法令が改廃されたのと同ーの結果を生ずる，というのでは，法治国とし
ての体を成していないと考えられるからである。
「企業会計原則」には，企業会計において慣行となっているものの中から選
び出きれた事項が多いことは確かで、あるから，これを参考として決算を進める
企業も多いことは事実であるが，このことによって，「会計原則」に直ちに法
的拘束力が生れ出る根拠にはならない。
「企業会計原則」には記載されていないが，それ以外にも沢山の良い会計慣
行もある。また計算書類規則は株式会社にのみ適用されるものであり，有限会
社が計算書類規則によって，入担の事実を注記しなければならないという義務
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もないので，本件において入担の注記を欠く財務諸表について，会計監査人が
何ら意見を述べなかった点を責めることはできない。「企業会計原則」につい
ても，この点は同様で、ある。判旨がこの点について明確な判断をしているのに
は，賛成である。
次に判旨が「監査基準J「監査実施準則」については，前述の如く，有限会
社の会計監査人の監査に適用きれないとしながらも，有限会社の会計監査人に
つき職業的専門家の正当注意義務の尺度としてこれを用いることとしている点
にいささか疑問がある。
前述の如く「監査基準」や「監査実施準則」に副った会計監査手続が，証券
取引法に基づく公認会計士監査において実施されているが，非公開会社である
原告Xの財務諸表については，証券取引法の強制監査は義務づけられていな
い。そこで本件の会計監杢は，原告Xと被告Y1との間で自発的に契約された
任意監査であって，強制監査のような厳しい監査手続を前提として締結された
ものではないと解すべきである。
法定の強制監査であっても，不正・誤謬の皆無で、あることを証明するのが会
計監査の目的ではないとされているのであるから，任意監査であれti：，尚更こ
の会計監査の目的は緩和されて，財務諸表の確からしさを強制監査よりも緩い
監査手続で進められて良い，と解するのが自然である。
確かに原告Xの内部統制は不備で、あり，被告Y1は会計監査人として，経営
者であるドイツ人の代表取締役Iに，経理部長が社印から預金通帳，証書，手
形，小切手まで総て独りで保管しているのは妥当でないので改善するようにア
ドバイスをしていることも認められる。判旨では，会計監査人が試査の範囲を
拡大しなくても，経理部長Mの不正行為を容易に発見できたとしている。その
監査手続として，定期預金通帳を実査すれば，定期預金入担の不正行為は容易
に発見できたと認定している。これが会計監査人の過失として，損害賠償責任
に結びつけられている。
このように述べている判旨の根底では，どうも強制監査上の「監査基準Jや
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「監査実施準則Jを前提として思考を進めているようにみられ，「内部統制に大
きな不備があり，従業員の不正行為を誘発する可能性が存在した状況からみる
ならば，特に負担とはならない定期預金通帳等を実査するという程度のこと
は，職業的監査人としては当然になすべきものであって，それさえも怠るとす
れば，職業的監査人の正当な職務執行に期待してなきれたものと考えられる本
件監査の依頼の趣旨に背くものであったと判断されるJと判旨している。
以下， '¥1J旨では強制監査をめぐって実務上で実施され論争されている点を引
用して，論旨を進めているので，任意監査がこのような強制監査と同水準でな
ければ常に会計監査人の責任になる，という方向を辿っているようにみえる。
このような点で，「監査基準jや「監査実施準則jが，原告Xのような非公開
の有限会社には適用芳れない，とした前提と矛盾すると考えられる。
さらに，会計監査人が定期預金通帳の実査と銀行からの預金残高証明書を直
接に入手すること等が「監査実施準則jに定められているのを根拠として，①
定期預金通帳を実査しておれば，銀行借り入れを発見できたこと②預金残高証
明書の原本を直接に銀行から入手していれば，銀行からの借り入れを発見でき
た可能性があることを判旨している。
これらの点も，前述の如く法定監査上の会計監査の前提と矛盾するものであ
る。
若しこのような監査手続を実施していても，会社自体が定期預金を担保に正
当な借ゆ入れをしていない以上，これが会社の債務として計上されたり，入担
の注記が行われる筈がないので，財務諸表上には現れることがなく，財務諸表
の監査としては，意見の述べようがないわけである。経理部長Mの個人的借り
入れについては，会社の財務諸表に現われることがないからである。
また判旨の言うように定期預金通帳を実査していたとしても，（事実，会計
監査人は定期預金通帳の大半を実査していることが認められるので，）件の入
担の定期預金の通帳についても，経理部長Mは何らかの形で入担の事実を伏せ
て定期預金通帳をやがて銀行から取り戻して，会計監査人の実査に供すること
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も考えられる。
さらに銀行の預金残高証明書については，会計監査人YIが原告X会社を通
じて間接入手しているが，この残高証明書について何らの改ざんもなく，原本
そのものが会計監査人に手渡されたことが認められる。したがって，直接入手
を定めている「監査実施準則」のくだりは，残高証明書を原告Xが改ざんして
会計監査人に手渡すのを防止しようとした趣旨から考えてみると，この件では
直接入手も間接入手も結果として差異はなく，会計監査人が経理部長Mの個人
的借入金の不正行為を発見できる端緒にはならなかったと思われる。
この点について判旨には誤りがある。
さらに会計監査人が定期預金通帳を実査していなかったという認定も問題
で，経理部長Mに通帳の提出を求め，実査をしている事実が認定きれている
が，問題の借入金の担保に入っている定期預金通帳については，満期の書替の
ため銀行へ行っているといっ説明を納得してそれ以上の追求をしなかったと認
定されている。これは事実上，通帳の実査に着手しようとしたのであり，確か
に期日が到来して書替の必要のある定期預金のあることを知って，このような
経理部長Mの説明に合理性があるので，実査に代えて銀行の預金残高証明書を
以て，定期預金の残高を確かめたことが，一つの合理的監査手続であったと認
められる。
通帳の実査の如きは容易であって，それさえも怠ったと判旨は述べている
が，それは不正行為が露見した後で言えることであって，丁度，コロンブスの
卵の話と同じである。何処に不正が内在しているかを確かめることになれば，
あらゆる勘定科目や通帳，証湿等から菓議書に至るまで詳細に調べる監査計画
をとらなければ，更に一段と奥へ突っ込んだ監査はできないのである。それで
も会社の取締役や被用者等に裏をか冶れて，会計監査人は不正行為の発見が容
易にはできない場合も多かろう。不正が露見した後に，どことどことを調べれ
ば発見できた筈だ，という論法は，会計監査人に不可能を無理に押しつけるこ
とになり兼ねない。
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特に原告X会社は，「前受金が入金してから下請け代金を支払えば足りると
いう特殊な業務内容であって，借入金を必要としない財務体係であったJとす
る判旨の認定事実からすれば，会社の財務諸表に借入金の勘定科目がなく，入
担の事実が注記されていないのが当り前であって，これにつき内部統制が不備
であることを理由として，試査の範囲を拡張せよとか，「監査実施準則」通り
の会計監査手続を行うように強制する必要性に乏しいと考えられる。
監査実施の上で，当座照合表を点検することも行われたが，経理部長Mが精
巧に偽造していた，と判旨は述べており，照合表と元帳の記載の阻誤について
も公認会計士が指摘したが，経理部長Mは言い逃れをして切り抜けた，と判旨
は認定している。
かように他の代替監査手続を実施しても発見できなかった以上，定期預金等
の実査をしなかったという一事のみを以て，被告Y1の注意義務違反を認定し
たのは，過酷と言わねばならない。
判旨は監査報酬が130万円で，標準監査報酬（300万円）の半額以下であっ
たと認定し，被告Y1の認定義務違反の程度を減らす要因が存在する，として
いるが，これには賛成である。にも拘らず内部統制が不備であるから「監査実
施準則」の通常の監査手続以上の監査手続を実施する義務があるかの知き前提
で判旨が貫ぬかれているのは，矛盾があると思われる。
なお改訂された後の新しい「監査実施準則」では，現金預金の監査手続につ
いて，預金証書若しくは預金通帳を閲覧するとしていた従前の文言を削除して
「預金については，預金先に対して確認を行い，関係帳簿残高と照合するjと
改められている。
この点については，「新準則は，預金の実在性を確かめるため，監査人が直
接，預金先に対して確認することを定めている。こ、では確認は実施可能にし
て合理的で、ある限り省略できない手続であり，実施不能で、あるか，又は実施す
ることが合理的で、ない場合を除色残高証明書の閲覧でそれに代えることはで
きない。なお監査人が預金先に対して確認を行う場合，借入金の担保となって
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いる預金の種類，金額についても回答を要求すれば，預金証書又は通帳の閲覧
は不必要となるので，新準則では削除したJ<叫と解説されている。預金通帳の
実査にこだわらないのが，最近の監査手続であり，判旨の述べるように通帳の
実査をしなかったことが，直ちに会計監査人の義務違反であるかの如〈結ぴつ
けるのは早計である（制
注1)JICPAジャーナル「解説・改訂監査実施準則JNo.408, 1989年7月号
注2）平成3年12月の新しい「監査実施準則jでは，これまでの通常の監査手続が時代遅れ
であるとして，細目を全文削除している。
(4）過失相殺の問題
「経営者には，本来，被用者の不正行為の防止義務があるから，これを怠っ
たときは，企業に対する損害賠償の義務があるJ
「それに，経営者は，日常，従業員に接するなど，従業員の不正行為を防止
するについて，監査人よりもより適切な地位にあるのであって，その経営者が
防止できない不正行為の発見を監査人に求めるのは，責任の分担として均衡が
とれているか問題なしとしない。J
「そして，企業の所有と経営が分離されている場合でも，経営者と企業の所
有者との関係は，監査人と企業の所有者との関係に比較するならば，はるかに
密接であって，監査人からみるならば，経営者の過失は，企業の側の過失と評
価できるのである。J
「このようにみてくると，従業員の不正行為によって損害が生じた場合にお
いて，企業の所有者は，その経営者の過失によって生じた損害の金額を，企業
の外にある監査人に負担を求めることができなくても，やむを得ないものとい
うべきであり，（中略）したがって，経営者に過失があるときは，損害賠償額
の算定について，これを過失相殺といて掛酌するべきものである。j
以上の判旨は明解で予あり，賛成できるものである。
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本件については，代表取締役印の保管や捺印方法を改善するように，会計監
査人から原告Xの代表取締役Iに進言したが，改善しなかった事実が認められ
ている。また原告Xの取締役で経理担当のドイツ人Bは，ケルン大学の商学部
を卒業しており， 日本の経済社会での手形や代表者印，銀行取引印の重要性を
認識していたにも拘らず，原告X会社では，手形，小切手帳，印鑑などを経理
部の金庫にいれており，経理部長Mが自由に使用することができる状態の侭で
放置されていた，と認定されている。
このような内部統制の不備によって，経理部長Mの不正行為が発生したもの
であり，原告Xの取締役には，監督上大きな過失があったと認定されている。
かようなケースにおいて，会計監査人の責任を追求できるものかどうか，基
本的に問題があると思われる。
しかし判旨では，
「監査人が監査対象である会社の従業員の不正行為を看過して，会社に損害
を与えた場合に，その損害を賠償する責任を負うのは，監査人が監査契約に
よって依頼された事務を履行しなかったためである。J
と述べている。そうなると，監査契約によって不正行為を発見することが，会
計監査人の監査目的でなければならないことになるが，判旨では
「監査契約により監査人が依頼される事務の中には，従業員の不正行為によ
る会社の損害を一定の手段方法の範囲内ではあるが，防止すること自体が含ま
れていたからである。j
と述べて，本件の監査契約は，不正行為の発見どころか防止まで含まれている
としている。
しかし監査契約は前述の如く，文書で詳細に監査内容まで締結されているも
のでなく，単なる口頭の依頼によるものに過ぎないと認定きれているので，裁
判所は会計監査人の監査の目的自体に，従業員の不正行為の発見・防止が当然
に含まれているという前提を設けて判決しているように感ぜられる。
裁判所の認定では①原告Xから被告Y，に対して法律上の強制監査を依頼し
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たものではなく，貸借対照表と損益計算書のみの会計監査であって，付属明細
書は監査の対象ではなかったこと②XからY，に対して，被用者の不正行為の
発見や摘発等の特別の依頼はなかったこと，を明確に掲げている。
特別に不正行為の発見を依頼されていない場合の任意監査の目的は何か，と
いうことになるが，今日の監査論の主流は，財務諸表の適正か否かを目的と
し，監査報告書は不正・誤謬が皆無で、あることを証明するものではないことで
一致している。これが会計監査人の監査の限界でもある。
そこで特別に依頼がない以上，不正行為の発見・防止は監査契約の目的に
入っていないと解するのが相当であり，ヰヨj旨では「従業員の不正行為により会
社に損害が発生することを防止する意味で結ぼれた監査契約Jとか「従業員の
不正行為を防止し，会社の損害発生を回避することが契約の目的に含まれてい
るにも拘らず」とか「監査契約で防止すべきものとされた従業員の不正行為の
存在を理由として」
というようなくだりが随所に散見きれ，結局，「不正行為の発見は直接の依頼
ではないが，通常の監査手続を実施する中で，不正行為が発見できるならば，
これを見逃さないように求められていたものと認めるのが相当であるjという
結論を勝手に引き出してしまった。このことは，監査の目的を誤り，事実認定
とも矛盾し，第一に冒頭で述べたように監査の目的には，不正行為の皆無で、あ
ることの証明が含まれないとした裁判所の大前提とも矛盾してしまう。
結局，監査契約の内容について審理不尽で、あることは明らかであり，会計監
査人の契約していない債務について，債務不履行による損害賠償を求めている
ものと解きれ，原告X会社の過失を云々するまでもなく，本件について，被告
Y，に賠償責任がないと判示すべきものであったと考えられる。
判旨では，被告Y，に過失を認めながらも，原告Xの内部統制の不充分さや
被告Y，からのアドバイスを採用せずに，内部統制の不備を放置していた原告
Xの過失を認め，大幅な過失相殺によって，結果的には両成敗の形をとってい
るが，基本的に被告YIの過失を認定すること自体に誤りがある。
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(5) クリーンハンドの原則の適用
会社の内部統制が不備な場合は，監査人は，監査手続の範囲（試査の範囲）
を拡大する必要がある，というのが，近代監査の基本になっている。
本件にこの原則を適用すると，原告X会社の内部統制の不備が認められるの
で，被告Y1監査法人は，監査手続を拡大していく必要があったにも拘らずこ
れを怠ったので，過失があった，という結論を導きそうである。
しかしながら被告Y1監査法人は，内部統制の不備を是正するように代表取
締役Iにアドバイスしたことが認められる。これに対して代表取締役Iはこの
アドパイスにも拘らず，改善しなかったので，その欠陥が露呈して，経理部長
Mの不正行為に発展したわけである。
これにつき会計監査人が監査手続を怠ったとか，試査の範囲を拡大しなかっ
たということとして，過失ありとするならば，会社が怠慢であればある程，会
計監査人の責任が重くなるという不公平な結果を招来する。
これを是正するためには，監査論に法律論を加味して責任問題を解明する必
要があると考えられる。
そこで本件のように内部統制の不備な会社が，内部統制を是正するように求
められたにも拘らず放置しておいた場合には，これによって生じた会社の損害
については，内部統制の不備を理由として，会計監査人の責任を追求できない
ものと考えるべきである。会社の経営者自らが惹起した内部統制の不備によっ
て，会社に不正行為が発生し，やがて会社に損害を与えることになっても，そ
れは自らの怠慢の故であり，その怠慢さを棚に上げて，会計監査人の監査手続
に不備があったと主張することは公平きに欠ける。
やはり自らに責められるべき原因が無い場合，つまりクリーンハンドの場合
にのみ，損害賠償の請求ができるものとする原則が，こ冶でも働くものと解す
べきである。
とくに本件では被告Y1が原告Xの内部統制の不備を具体的に指摘して改善
を求めているのにも拘らず，故意にこの指摘を無視して経理部長Mの不正行為
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を惹起せしめたのであるから，原告Xはクリーンハンドではないと解される。
きもなければ，原告Xの内部統制に存在する不備が大きければ大きい程，被告
Y1は責任を大きぷ追求され，また内部統制の不備のY1の改善要求に対して，
原告Xが怠ければ怠ける程，損害賠償を求め易くなるという不合理さを招来す
るからである。
次に原告Xの被用者である経理部長Mが，詐術行為などを用いて，被告Y1
の監査手続を故意に妨害している本件の場合において，これを凌ぐような監査
手続を開発しなければ，被告の監査責任が免れないものかどうかについて，考
察してみることとする。
判旨は，従業員の不正行為による会社の損害につき，監査依頼会社に填補さ
せることとすると，結局は，監査人は賠償責任を負わないでよいということに
なり，監査契約は意味をなさないことになる，と述べているが，不正行為の発
見・防止を監査契約の内容としている場合に，はじめてその論理は当てはまる
こととなる。
しかも本件では財務諸表の会計監査を任意に依頼し特に不正行為の発見・
防止を監査契約の目的として明示されていない以上，戦j旨は当てはまらないと
解される。監査手続を熟知している経理部長Mが，会計監査人の監査計画を前
もって知り得べき立場にあり，また監査手続についても毎期のことであるか
ら，どのように実施されるかも熟知しているので，これを迂回する手段を講じ
て対処されると，会計監査人としては，通常の監査手続では，対抗できなくな
る。
本件では，原告Xの経理部長Mが，既に述べたように預金通帳は書替のため
に銀行に提出されていることを巧みに説明して実査を免れ，当座照合表を精巧
に偽造し，記載阻誤についても，巧みに言い逃れるなど，あらゆる詐術を用い
ているので，このような従業員の故意による監査妨害があった場合には，その
点を原因とする不正行為による損害賠償の請求は，使用者としての原告Xから
被告Y1に提起する資格がないものと解すべきである。
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さもなければ，詐術を用いたり，巧妙に言い逃れをされればされる程，会計
監恋人の責任が重くなるとし寸結果を招来し，公平さを欠くことになるからで
ある。とくに本件の場合には，被告Ylの内部統制の不備を改善するようにと
いうアドバイスを代表取締役Iが無視しており，経理部長Mの不正行為の端緒
となったことは，前述の通りであり，監督責任を怠ったことは，明白である。
その上，以上のような詐術行為等によって経理部長Mの妨害行為が相次いで、い
る場合には，これを理由として被告Y1監査法人に損害賠償の請求はできない，
と解すべきである。詐術を発見できないのは，被告Y1の監査責任である，と
いう論理は，詐術が巧みな税，会計監査人の責任が重くなるという不合理さに
直結してしまうからでる。ここにもクリーンハンドの原則が適用されるべきで
あると考える。
なお本件の判例批評（注11）の中で，過失相殺をし過ぎているという評釈
があるが，これは会計監査人に初歩的な過失があるという前提で述べている見
解であるから，そのま、では採用できない論旨であると考える。
会計学者の中には，「会計処理に関する責任を有しない会計士は，不当な会
計処理によって生じた結果についても責任を負えないのであるから，投資家の
蒙った損害一一それがどのように計算されるかは別問題としてーーを賠償する
必要はまったくない」（叫との学説を唱えている向きもあるが，傾聴に価する。
注1）龍田前掲
注2）江村稔「正規の監査業務」 268頁
4 まとめ
公認会計士の会計監査制度が戦後の日本に導入されて，ょうやく社会的に定
着して来たと思われるのであるが，丁度， 1929年の世界大恐怖の際に上場企
業の粉飾決算の防止のために公認会計士制度がアメリカで強化されたのと同じ
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ような経過を日本でも辿っているようにみえる。
公認会計士に過度の期待をして，企業の不正の発見をその職責であるとした
ために，多くの訴訟事件で公認会計士が敗訴して多額の損害賠償を支払わされ
る結果になった。幸い日本では未だ公認会計士に損害賠償を求める世間の動き
が多くなるような事態には立ち至っていないが，本件がこのま、確定してしま
い，企業の従業員の不正行為についてまで公認会計士に賠償責任を課すという
ことになれば，アメリカの二の舞を演じ兼ねない。
職業的会計監査人に対する世間の期待が大きいことが，かえって公認会計士
の監査制度の発展を妨げることになっては大変で、ある。
このためにアメリカのSE CやAIC P Aが監査基準を以て，公認会計士監
査の注意義務の尺度とし，これを以て損害賠償の訴に対抗する防波堤にしよう
と考えたのは良く理解できる。
日本も「監査基準jや「監査実施準則」を定め， 日本公認会計士協会も監査
実施上の基準を実務的に公表して，アメリカのAIC P Aなどの動きと同じよ
うな道を辿っている。
しかし日本では，世間一般には未だ公認会計士に対する認識が浅く，戦前の
計理士制度や累似の税理士制度と今日の公認会計士制度との異同も明確に認識
されていない面もある。このため，多く公認会計士に期待を抱かない面と逆に
中途半端に公認会計士制度を理解して，過度の期待を抱く面とが混在している
ようである。
こ、で公認会計士の会計監査制度を正しく世間に認識して貰う良いチャンス
が訪れたと思われるので，この制度が財務諸表の適正証明をする本質を世間に
説明し，決して初期のアメリカやイギリスの如く，企業の不正行為を発見した
り，不正行為の皆無である旨の証明をするものではないことを世間に充分に理
解して貰う必要があると思われる。
その意味で本件の判決の帰趨は重要で、あり，裁判所も，や、もすれば公認会
計士に過度の期待を抱くのではないかと危倶きれる。
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本件では任意監査制度であるにも拘わらず，会社の被用者の不正行為に基づ
く会社の損害を公認会計士が賠償すべきものとしているが，そうであれば強制
監査制度であれば，更に厳しく会計監査人の責任を追求する結果に立ち至るこ
とが予想される。
近時，企業の巨大化が進み，僅かな公認会計士の頭数で限られた監査日数で
会計監査を行なっても，大木に蝉が止っているような恰好で、，過度の期待は禁
物である。財務諸表の監査については，おおむね企業の財政状態や経営成績を
現わしているという監査証明をするに過ぎず，それ以上の突っ込んだ証明をし
ているものではないことを世間に認識して貰わねばならない。
検察庁や税務署が強制捜査，強制調査あるいは反面調査などの強い権限を以
て臨んでも，不正の発見は容易ではないのであるから，それよりも緩い公認会
計士の会計監査制度に不正行為の発見・防止を過度に期待することには無理が
ある。
やはり不正行為に関しては，経営者自身が内部統制を万全ならしめ，内部監
査部門を強化して自ら防止すべきものであり，このような内部統制が整備きれ
ている前提で，会計監査人が試査をしてその結果，納得できれば大局的に財務
諸表が適正で、ある旨の監査証明をすることになる。
公認会計士も監査法人を結成して，マネージメント・サービスをするために
コンサルティグ契約をするものも増加している。内部統制を整備したり，不正
の発見防止のためにコンサルテイング契約をして，そのサービス業務を行うこ
とも，監査法人の重要な仕事であるが，これは会計監査とは別の範鋳である。
公認会計士が企業に立ち入っているからと言って，会計監査とマネジメン
ト・サービスの双方を常に同時に行うわけではなく，契約内容に依って行う業
務も異なって来るものである。
本件では会計監査の契約をしているものであり，コンサルテイング契約をし
ている訳ではないことが裁判所によって認定されている以上，被用者の不正行
為の発見や防止の義務があると判示するのは，誤りである。やはり会計監査
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は，不正行為や誤謬の皆無で、あることを証明するものではない，とする大前提
に立ち戻って，判決をすべきものと考える。
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